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  ■社会情勢の変化と重点目標の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

社会情勢の変化と次期中国ブロックにおける社会資本整備重点計画の重点目標 資料-6 
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気候変動による災害等の頻発・激甚化に対応する命を守るための事前防災の加速化・深化 小目標 1-1 

防災・減災が主流となる社会の実現 重点目標 1 

社会情勢の変化 

（1）自然災害の激甚化・頻発化、切迫 

【観測史上１位を更新した降水量】 

●岡山県、広島県を中心に多くの観測地

点で２４時間、４８時間、７２時間降

水量が『観測史上１位』を更新。この

大雨で、鳥取県、岡山県、広島県に数

十年に一度の大雨が予想される場合に

発表される『大雨特別警報』が発表さ

れた。 

平成 30 年 7 月 3 日 0 時～8 日 12 時までの期間降水量 出典：気象庁 

防災学習 ワークショップ 

ソフト施策の事例 

（真備緊急治水対策プロジェクト） 

治水ダムの建設・再生、利水ダムの活用 堤防整備・強化、河道掘削 

森林整備（水源涵養機能の強化 等） 

治山対策（危険木除去 等） 

凡 例

観測史上１位を更新した河川
氾濫危険水位・避難判断水位を

超過した河川
異常洪水時防災操作実施ダム
特別防災操作実施ダム
洪水貯留操作実施ダム
最高水位を記録した箇所

出典：中国地方整備局 

出典：気象庁 

平成 30 年 7 月豪雨では、岡山県、広島県を中心に多くの観測地点で降水量が観測史上１位を更新し、多
くの水系でも河川水位が観測史上１位を更新。広島県等において、長時間大雨を降らせる「線状降水帯」が
発生し、堤防の決壊等による浸水被害、土石流やがけ崩れ等の土砂災害、道路・鉄道等の交通網の寸断な
ど、甚大な被害が発生した。 

気候変動に伴う河川氾濫や土砂災害,地震や豪雪等の頻発・激甚化 

・平成 30 年 7 月豪雨等による被災を踏まえたハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進 

・誘導・規制等を総動員し、災害が起きてからではなく、起きる前の「事前防災」のまちづくりを推進 

出典：国土交通省、中国地方整備局 

■流域治水の推進 

■「防災指針」を軸とした事前防災対策の推進 
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【県内各市町村の最大深度】 

■大雪による交通障害 

【平成 29 年 1 月 23 日～24 日の降雪】 

 日本海から発達した雪雲が山陰地方を

中心に持続的にかかり、鳥取県では、２

２日から２４日にかけて大雪となった。 

 鳥取道や一般国道 53 号で通行止めが発

生するなど、交通機関に乱れが生じた。 

大規模地震の発生に備えた津波・高潮対策や耐震化の推進、 
災害に強い交通ネットワークの構築 

小目標 1-2 

防災・減災が主流となる社会の実現 重点目標 1 

社会情勢の変化 

■鳥取県中部地震（平成 28 年 10 月 21 日） 

【鳥取県内各市町村の震度分布図】 

■平成 30 年 7 月豪雨におけるダブルネットワークによる広域交通の機能の確保 

■津波・高潮対策 

高潮堤防整備 

津波対策緊急事業のイメージ 離岸堤整備 

■交通ネットワークの強靭化、防災拠点の整備 

道路交通ネットワークの強靭化 

電柱倒壊等による道路閉塞防止のための無電柱化 防災「道の駅」のイメージ 

・平成 28 年 10 月 21 日、鳥取県中部の三朝町を震源とする鳥取県中部地震（マグニチュード 6.6）が
発生。1 市 2 町で震度 6 弱を観測するなど、大きな被害が発生した。 

・平成 29 年 1 月 23 日～24 日にかけて鳥取県で大雪となった。駒帰交差点～智頭 IC 間で集中除雪後に通
行止めが発生するなど、交通機関に乱れが生じた。 

・平成 30 年 7 月豪雨被災直後は東西の大動脈である山陽道が通行止めとなったが、補完する２ルート
（中国道及び山陰道）により広域交通の機能を確保（中国道は一部対面通行により通行を確保）。 

１ 地震の発生時刻 
平成 28 年 10 月 21 日（金） 14 時 07 分 

２ 震源地 
鳥取県中部（北緯 35.4 度、東経 133.9 度） 

３ 震源の深さ 
約 10 ㎞ 

４ 地震の規模 
マグニチュード 6.6 

（1）自然災害の激甚化・頻発化、切迫 

気候変動に伴う河川氾濫や土砂災害,地震や豪雪等の頻発・激甚化 

智頭町福原（ほき詰橋）付近の 

車両移動状況（鳥取道） 

１月２４日（火）８：３０頃 

■公共土木施設の耐震化 

港湾におけるネットワークを意識した耐震化 下水道施設の耐震化 

航路標識耐震化 岸壁等耐震化 
駅の耐震化 地下街耐震化 

・港湾施設や海岸保全施設等における津波・高潮対策、公共土木施設の耐震化や交通ネットワークの強靭化、防災拠点整

備の推進 

智頭町奥本（黒尾峠）付近の 

立ち往生車両（国道 53 号） 
１月２３日（月）２１：００頃 
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ブロック内外における災害発生時のリスクの低減のための危機管理対策・体制の強化 小目標 1-3 

防災・減災が主流となる社会の実現 重点目標 1 

社会情勢の変化 

■応援・救援体制の強化 

TEC-FORCE 派遣による被災状況調査 

みなとオアシス防災ネットワークの構築 

排水ポンプ車派遣による緊急排水支援 

■的確な情報伝達 

線状降水帯発生の可能性等に関する情報提供 簡易型河川監視カメラによる 

情報提供 
災害時の公共交通臨時便に対応した 

情報提供ポータルサイト 

災害時の「通れるマップ」の即時提供 

災害時臨時バス等の運行 

・迅速な復旧・復興に向けて、被災地に TEC-FORCE を派遣。 
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置等による洪水時の切迫性のある河川情報の提供など、新

技術を活用したソフト対策を推進。 

■危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの整備 
・平成 30 年 7 月豪雨災害等を受けて、機能を限定した低コストな水位計・カメラを開発、整備。 
・これらの整備により、管内 13 水系における水位計は約 3.4 倍に、カメラは約 1.8 倍に増設。また、これらの

情報はスマートフォン等で「川の水位情報」から誰もが閲覧可能。 

平成３０年７月豪雨災害等を契機とした防災意識社会への転換 

（1）自然災害の激甚化・頻発化、切迫 

■TEC-FORCE 派遣 
・中国地方整備局では、TEC-FORCE 創設以来、37 の災害に、延べ約 1 万 1 千人を超える隊員を派遣。 
・平成 30 年 7 月豪雨では、7/8～9/21 の期間で、延べ 2,069 人を派遣。災害の頻発化とともに派遣回数も

増加傾向であり、迅速な復旧・復興に向けて、その重要性は高まっている。 
 

・広域災害が発生した場合に、他ブロックとも連携した応援・救援体制の強化 

・気象予測及び災害時の的確な情報伝達、避難が的確に行えるための支援や自助・共助による活動による地域防災力の向上 
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予防保全による老朽化対策への転換と老朽化構造物の 
集約化等によるトータルコストの縮減 

小目標 2-1 

持続可能なインフラメンテナンス 重点目標 2 

社会情勢の変化 

・全国的に高度経済成長期に建設された社会資本ストックの老朽化が進行しており、中国ブロックにおいて
も今後 15 年間で、建設後５０年以上が経過する施設の割合が加速度的に増大する。 

・中国地方整備局関係予算は減少傾向にあり、公共事業予算の安定的・持続的確保が重要となっている。 

増大する老朽化施設への対策が必要 

（2）インフラの老朽化の加速 

■予防保全型維持管理による 

 トータルコストの縮減 

■道路施設の集約化・機能縮小 

■港湾施設の統廃合・集約化（愛知県三河港） 

■河川施設の統廃合・廃止 

2018年3月 2023年3月 2033年3月

中国地方注1 約34% 約45% 約57%

全国注2 約25% 約39% 約63%

中国地方注3 約23% 約29% 約38%

全国注4 約20% 約27% 約42%

中国地方注5 約25% 約35% 約61%

全国注6 約32% 約42% 約62%

中国地方注7 約6% 約9% 約18%

全国注8 約4% 約8% 約58%

道路橋

トンネル

河川管理施設

下水道管渠

全国より老朽化が顕著 

■建設後 50 年以上経過する社会資本の割合 

出典：中国地方：中国地方整備局調べ 

   全  国：国土交通白書（2019） 

【中国地方整備局関係予算（当初事業費の推移）】 

2,884 2,752 2,818 2,706 2,572 2,521
2,121 1,923 1,891 1,781 1,752 1,690 1,717 1,731
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8,000

9,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

(億円)

直轄事業(当初) 補助事業(当初) 地域自主戦略交付金 直轄事業(補正) 補助事業(補正)

※社会資本整備総合交付金、防災・安全交

付金は配分国費をもとにした推計値であ

る。 

※補正額は「ゼロ国債」を含まない。 

※当初額には以下の金額を含む。 

H20：地方道路整備臨時交付金 

H21：地域活力基盤創造交付金 

H22：経済危機対応･地域活性化予備費 

H24：経済危機対応･地域活性化予備費 

H30:道路関係保留解除、平成30 年度 7 月豪

雨関係予備費 

 

注 1：4,969 橋。中国地方整備局管理分のみ。 

注 2：道路橋約73 万橋のうち、建設年度不明橋梁の約23 万橋については割合の算出にあたり除いている。 (2017 年度集計) 

注 3：251 本。中国地方整備局管理分のみ。 

注 4：トンネル約1 万 1千本のうち、建設年度不明トンネルの約400 本は、割合算出にあたり除いている。 (2017 年度集計) 

注 5：1,293 施設。中国地方整備局管理分のみ。建設年度が不明な施設の扱いは 

   全国に準拠。 

注 6：約 1万施設。国管理の施設のみ。建設年度が不明な約1,000 施設を含む。 

   （50 年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、 

    建設年度が不明な施設は約 50 年以上経過した施設として整理。2017 年度集計。） 

注 7：総延長：約 3.2 万 km。建設年度が不明な施設の扱いは全国に準拠。 

注 8：総延長：約 47万 km。建設年度が不明な約2 万 km を含む。（30 年以内に 

   布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が 

   不明な施設は約 30 年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経 

   過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上。2017 年度集計。） 

・予防保全を基軸とするメンテナンスサイクルを構築し、社会資本の戦略的な維持管理を実施 

・社会情勢や地域構造の変化に応じ、必要のなくなったインフラの集約化・機能縮小・統廃合 
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省人化・遠隔操作化、点検手法の効率化等の新技術の開発・導入により、 
インフラメンテナンスの生産性向上 

小目標 2-2 

持続可能なインフラメンテナンス 重点目標 2 

社会情勢の変化 

増大する老朽化施設への対策が必要 

（2）インフラの老朽化の加速 

■ＩＣＴ・ＡＩ技術や新技術を活用した点検・維持管理等の高度化・効率化 

・施工や維持管理・更新の自動化・省力化の推進による現場の生産性向上 

 

・増大する老朽化施設の点検・診断に対し、計測・モニタリング
技術の活用など、近接目視等に拠らない点検・診断方法の確
立・導入が必要となっている。 

・インフラの整備、維持管理を担う建設業許可業者、建設業就業
者は減少している 

中国ブロックの 

特徴 
（７）顕在化する社会資本の老朽化 

・高度経済成長期に建設された社会資本ストックの老朽化が進行している。 

■社会インフラの老朽化による損傷事例 

鋼製支承の損傷 

（国道 29号 須澄橋） 
経年劣化及び中性化による主桁コ

ンクリートの剥離及び鉄筋露出 

（国道 2 号 山王橋） 

老朽化した下水管渠腐食に起因する

道路陥没状況（広島市中区舟入南）  

出典：広島市 出典：第 3 回中国地方におけ

る大規模地震に対する検討委

員会資料（Ｈ23 年度） 

■建設業就業者数の推移 
●中国地方の「建設業就業者数」は、平成 7 年をピー

クに減少傾向にあり、平成 27 年時点で約 28 万人
となっている。 

出典：国勢調査（総務省） 
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出典：建設業許可業者数調査（国土交通省） 

37,712 

33,507 

30,167 29,573 

562,661 

513,196 

472,921 472,473 
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500,000
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20,000

30,000

40,000

50,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2

全
国
（業
者
）

中
国
地
方
（業
者
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■建設業許可業者数の推移 
●中国地方の「建設業許可業者数」は、近年緩やかに減少

している。 

打音検査 

近接目視 
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社会資本ストックの維持管理の担い手の確保・育成、地方自治体への技術的・財政的支援 小目標 2-3 

持続可能なインフラメンテナンス 重点目標 2 

社会情勢の変化 

増大する老朽化施設への対策が必要 

（2）インフラの老朽化の加速 

■担い手の育成 

■地方への財政的・技術的支援 

・市町村において、土木部門の行政職員は減少しており、中国ブロックにおいて、土木技師・建築技師がい
ない市町村の割合は 23.4％に上るなど、維持管理・更新作業を担当する人材・技術が脆弱な状況となっ
ている。 

・地方財政は財源不足の状況が続いており、近年は回復傾向であるものの、財源は教育費等に支出されており、
土木費は減少している。 

建築技師

のみ

1.9%

土木技師

のみ

19.6%

両方いる

57.9%
76.6%

23.4%

中国

地方

（H31）

技師

ゼロ

技師

あり

■行政職員数（土木部門） 
●中国地方の「土木部門の職員数」は、緩やかな減少傾向にあり、「土木技師・建築技師がいない市町村の割合」も、

平成 31 年は 23.4％となっており、約１／４の市町村で技師がいない状況となっている。 

出典：地方公共団体定員管理調査 平成 31 年（総務省） 

・社会資本の維持・管理の担い手の育成・確保、地方自治体への技術的・財政的支援 
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土木技師・建築技師がいない市町村の割合 行政職員数（土木部門）の推移 

出典：地方公共団体定員管理調査（総務省） 

■地方財政の財源不足の状況 

●地方財政は財源不足の状況が

続いており、近年は回復傾向で

あるものの、財源は教育費等に

支出されており、土木費は減少

している。 

出典：地方財政の状況 令和 2 年 3 月 

（総務省） 

出典：総務省資料 
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中国ブロックの持続的な発展を支えるコンパクト＋ネットワーク化 
による都市機能の充実・強化 

小目標 3-1 

持続可能で暮らしやすい地域社会の実現 重点目標 3 

社会情勢の変化 
人口減少や高齢化、中心市街地空洞化の進行や中山間地域における集落機能低下
と地域コミュニティの衰退 

（3）人口の減少・高齢化・地域的偏在 

・人口減少、高齢化が進行しており、特に、人口規模の小さい市町村ほど進行が著しい。 
・人口集中地区の人口密度は全国でも低い状況にある。 
・過疎地域における 1 市町村あたりの平均集落数は全国で最も多い。また、集落機能が低下あるいは維持

が困難と回答した集落の数が全国で最も多くなっている。 
■コンパクトシティの形成 

■コンパクト＋ネットワークによる持続的な社会の構築 

■小さな拠点：道の駅「鯉が窪」 

診療所 こども園 

■人口の将来予測 

県庁所在地やその周辺の市町村

でも人口が減少すると予測 

※出典：国土のグランドデザイン 2050（国土交通省） 

【将来推計】人口増減の指数（市町村別） 

（ 2015 年＝100 とした場合の 2050 年の指数） 

・コンパクトシティの形成及び連携中枢都市圏の形成を支える道路・交通ネットワーク整備や公共交通機能の強化 
・「小さな拠点」の形成等による、生活サービス機能の集約化及び地域の実情に応じた公共交通のネットワークの再構築 

出典：国勢調査 

（総務省） 

増減率

地域名 S50 S60 H7 H17 H22 H27 H27/S50

全国 7,712.3 6,938.4 6,630.1 6,714.0 6,757.6 6,793.8 88%

北海道 5,933.3 5,379.1 5,173.4 5,147.7 5,100.7 5,086.2 86%

東北 5,882.5 5,222.7 4,980.6 4,852.3 4,746.3 4,715.7 80%

関東 9,011.5 8,355.2 8,100.7 8,403.4 8,614.8 8,725.0 97%

北陸 6,372.4 5,369.8 4,963.0 4,664.3 4,578.2 4,529.6 71%

中部 6,408.0 5,628.0 5,345.3 5,432.6 5,440.8 5,452.7 85%

近畿 9,554.3 8,642.8 8,169.6 8,135.9 8,099.1 8,063.5 84%

中国 5,780.0 4,967.3 4,754.9 4,719.5 4,687.3 4,735.9 82%

四国 5,992.4 5,267.8 4,988.7 4,910.3 4,850.7 4,766.1 80%

九州 6,675.2 6,018.9 5,778.1 5,805.8 5,813.5 5,886.9 88%

人口集中地区密度　（人/ｋｍ2）

■人口集中地区の人口密度の推移 

■過疎地域における 1 市町村あたりの平均集落数 

25.1 

94.4 

36.8 

103.5 

48.5 

60.8 

156.6 

105.6 100.8 
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100
120
140
160
180
200

北
海
道

東
北
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都
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州
圏

沖
縄
県

1市町村あたり平均集落数

（集落数）

中国圏が最も多い 

■過疎地域における集落機能の状況 

483 

1,584 

579 
229 

941 
602 

2,710 

1,336 

2,389 

40 

135 

213 

61 
90 

200 
263 

479 

682 

492 

3 

618 

1,797 

640 

319 

1,141 
865 

3,189 

2,018 

2,881 

43 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
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海
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東
北
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首
都
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北
陸
圏

中
部
圏
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畿
圏

中
国
圏

四
国
圏

九
州
圏

沖
縄
県

機能低下 維持困難

（集落数）

中国圏が 

最も多い 

出典：過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書（総務省） 
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交差点改良や通過交通の進入抑制等の交通安全対策を実施し、 
生活道路における歩行者・自転車中心の空間づくりを推進 

小目標 3-2 

持続可能で暮らしやすい地域社会の実現 重点目標 3 

社会情勢の変化 
生活道路を抜け道として使う車両の増加に伴う歩行者及び自転車乗用者の事故が
増加 

（3）人口の減少・高齢化・地域的偏在 

・全国的に幹線道路に比べて生活道路の死傷事故件数の減少割合は小さく、人口あたりの死傷事故件数では
小学生が高いなど、生活道路における交通安全の確保が重要となっている。 

・全国的に交通事故死者数は近年減少傾向である一方、自転車乗用中死者数の占める割合は増加する傾向に
ある。このため、ビッグデータを活用した危険箇所の抽出や取組が進められている。 

■ビッグデータを活用した生活道路等における交通安全対策 ■踏切における安全対策 

ハンプ（段差）設置 

【対策例】 

狭さく措置 自転車通行帯設置 

■生活道路における交通事故 

●全国的に幹線道路に比べて生活道路の死傷事故件数の減少割合は小さい。 

●生活道路の人口あたりの死傷事故件数は小学生が高い。 

■自転車関連事故件数 

●全国的に交通事故死者数は近年減少傾向である一方、自転車乗用中死者数の占める割合は増加する傾向にある。 

●過去10年間で自転車関連事故件数が約５割減少したのに対し、自転車対歩行者の事故は、ほぼ横ばいとなって

いる。 
交通事故死者数の推移 自転車関連事故件数の推移 自転車対歩行者事故件数の推移 

■生活道路対策エリアの事例 

●口田東小学校通学路における速

度抑制対策として、イメージハ

ンプ、ラバーポールを設置。 

 

イメージハンプ、ラバーポール設置（広島市安佐北区口田地区） 

・ビッグデータの活用や幹線道路等における事故抑止対策等による安全な通行空間の確保 
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都市内公共交通施設と交通結節点整備により、シームレスな移動と 
住民の憩い・集い・語らいの場として交流を生み出す 

小目標 3-3 

持続可能で暮らしやすい地域社会の実現 重点目標 3 

社会情勢の変化 

公共交通利用者の減少と公共交通従事者不足による事業者の経営環境の悪化 

（3）人口の減少・高齢化・地域的偏在 

・営業用バス（乗合）輸送量は減少傾向である。また、バス事業者の経常収支率も全国平均を下回ってい
る。 

広島駅南口広場の再整備等 

（出典：広島市 HP) 

■交流・観光拠点としての公共交通施設やバスタの整備 

■自転車や小型モビリティ等のシェアの活用を促進 

シェアサイクル 

カーシェア（小型モビリティ） 

■バス事業者経常収支率の推移 
●山陰・山陽の「バス事業者経常収支率」は減少傾向

にあり、平成 31 年時点で、山陰は 61.9％、山陽
は 82.3％となっている。 

出典：日本のバス事業（日本バス協会） 

82.7%
80.2%

69.0% 68.7% 68.7%
66.4% 65.1%

67.6%
65.5% 63.8% 61.9%

90.2% 88.2% 87.2% 86.2%
88.9% 87.8% 87.6% 87.9% 86.9%

83.9% 82.3%

93.0% 92.5% 92.7% 93.4% 94.8% 95.2% 95.2% 97.0% 96.5% 95.6% 95.1%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 H31

山陰 山陽 全国

社会情勢の変化 

・一般路線バス等の身近な公共交通の利用者も大幅に減少し、事業者の経営に大きな影響を与えている。一
方で、シェアサイクル等の他の交通手段への転換も進んでいる。 

  接触回避のための他の交通手段への変更 

 

（７）新型コロナウイルス感染症の拡大 

出典：全国シェアサイクル会議(国土交通省) 

■シェアサイクルの利用者数及び回転率 

呉駅交通ターミナルの整備方針（出典：呉市 HP) 

・交流・観光拠点としての機能を強化する公共交通施設やバスタプロジェクトを推進 
・公共交通を補完する交通として自転車や小型モビリティ等のシェアの活用を促進 

60

80

100

120

H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30

全国 北海道 東北 関東 北陸信越

中部 近畿 四国 九州 中国

■営業用バス（乗合）輸送量の推移 

●中国ブロックの「営業用バス（乗合）の輸送量」は、近

年は減少傾向にある。 

出典：自動車輸送統計調査（国土交通省） 
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主要な鉄道駅等のユニバーサルデザイン化、 
高速道路のサービスエリアや道の駅における施設等の充実 

小目標 3-4 

持続可能で暮らしやすい地域社会の実現 重点目標 3 

社会情勢の変化 
ユニバーサル社会の実現に向けた、公共施設や交通結節点、道の駅等にお
けるバリアフリー化や子育て応援施設の整備推進 

（3）人口の減少・高齢化・地域的偏在 

・ユニバーサル社会の実現に向けて、公共施設や交通結節点、道の駅等におけるバリアフリー化や子育て応
援施設の整備を推進している。 

 ■鉄道駅のバリアフリー化 

■特定道路のバリアフリー化 
■柔軟な働き方と暮らしやすさ

に対応したまちづくり 

テレワーク拠点やグリーン・ 

オープンスペース等の整備 

■道の駅の子育て応援施設の併設 

■道の駅を活用した休憩サービスの拡充 

中国ブロックの旅客施設（鉄軌道駅・バス・旅客船ターミナル） 

バリアフリー化率 

【交通結節点におけるバリアフリー化の取組の進展】 

●中国ブロックの旅客施設（鉄軌道駅・バス・旅客船ターミナル）におい

て、段差解消や、視覚障がい者用誘導ブロック、障がい者用トイレの整備

等のバリアフリー化の取組が進められている。 

■道の駅における子育て応援施設の整備 

【道の駅における子育て応援施設の整備】 

●高速道路のサービスエリアや「道の駅」における子育て応援の今後の取組方針をとりまとめ、高速道路会社や

地方自治体と連携しながら、子育て応援施設の整備を加速していくこととしている。 

【国の補助金を活用した主な管内鉄

道駅のバリアフリー化整備状況】 

・交通結節点等のバリアフリー化、道の駅等における子育て支援施設の整備等よるユニバーサル社会の実現、ライフス
タイルの多様化への対応 

20%

40%

60%

80%

100%

H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末

段差解消 視覚障害用誘導ﾌﾞﾛｯｸ 障がい者用トイレ視覚障がい者誘導ﾌﾞﾛｯｸ 



12 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

ものづくり産業の集積や地理的な優位性を活かした競争力強化のための 
物流・人流ネットワーク基盤整備 

小目標 4-1 

経済の好循環を支える基盤整備 重点目標 4 

社会情勢の変化 

隣接圏域（九州、四国、近畿）との結節点として人流・物流を活性化 

（4）グローバル化の進展 

・中国ブロックは、近畿地方、四国地方、九州地方に隣接する人流・物流の要衝であり、近畿ブロックとの
流動は、旅客・貨物とも増加傾向、四国ブロックとの旅客流動が増加傾向にある。 

 

社会情勢の変化 

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、消費者意識の変化によるネットショッピング利用の増大してお
り、道路を利用した広域的な小口輸送が増加している。 

消費者意識の変化によるネットショッピング利用の増大や小口輸送の増加 

（７）新型コロナウイルス感染症の拡大 

【旅客及び貨物流動の状況】 

●近畿ブロックとの旅客・貨物流動は、ともに増加傾向、四国ブロックとの旅客流動が増加傾向にある。 

中国⇔四国 

貨物地域流動（千トン） 

旅客地域流動（千人） 

9,430 10,120 

Ｈ24 Ｈ29

26,657 24,644 

Ｈ24 Ｈ29

55,981 
62,920 

Ｈ24 Ｈ29

21,082 22,411 

Ｈ24 Ｈ29

中国⇔近畿 

貨物地域流動（千トン） 

旅客地域流動（千人） 

中国⇔九州 

貨物地域流動（千トン） 

旅客地域流動（千人） 

59,323 58,246 

Ｈ24 Ｈ29

21,082 

15,790 

Ｈ24 Ｈ29

■スマートＩＣの整備・活用（岡山県：篠坂ＰＡスマートＩＣ（仮称） 

■物流・人流の拠点整備（広島港宇品地区） 

■物流・人流ネットワークの整備 

■ダブル連結トラックの利用促進 

【ネットショッピング利用の増大】 

●ネットショッピングの状況は、

2020 年は前年より 6.0 ポイント

増加しており、年間を通して、

2020 年の 4 月～5 月の「緊急事

態宣言」月よりネットショッピング

利用世帯の割合が 50.0％まで上昇 

緊急事態宣言 

出典：総務省統計局 

【輸送の小口化・多頻度化】 

●国内貨物輸送量は、｢重厚長大」か

ら｢軽薄短小｣への産業構造の変化

等によって緩やかに減少してきた

が、足元では EC 市場の拡大に伴な

う宅配需要の増加等によって輸送

量は下げ止まり傾向であり、輸送の

小口化･多頻度化が進む中で、事業

者の負担は年々増加している。 

【国内貨物輸送量の推移】 【流動ロット構成比の推移(全輸送機関)】 

・高規格道路の整備や国際・国内物流ターミナル等の物流・人流ネットワーク基盤整備 

出典：「物流業界を取り巻く環境～新型コロナウイルス感染拡大を踏まえて」（株）三井住友銀行 
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中国ブロック固有の地域資源を活かした観光振興と 
地域資源を結ぶネットワークや連携の仕組み作り 

小目標 4-2 

経済の好循環を支える基盤整備 重点目標 4 

社会情勢の変化 

訪日外国人観光客の増加を活かし切れていないブロック内周遊に係る連携が不足 

（4）グローバル化の進展 

・クルーズ船の寄港回数も近年大幅に増加している。一方で、ブロック内における外国人観光客の周遊比率
は全国で最も低い状況にある。 

■広域観光を支える交通ネットワークの活用・強化 

■訪日外国人旅行客の受入環境強化 

クルーズ船受入環境の整備 

世界遺産ピクトグラムと多言語表記 

観光案内標識の改善（山口県萩市） 

■サイクリング環境の向上 

道の駅「ゆとりパークたまがわ」 

【中国地方の港へのクルーズ船の寄港回数】 
●「中国地方の港へのクルーズ船の寄港回数」は、日

本船社は前年より減少し 245 回、外国船社は前年
より増加し 145 回となっている。 

出典：中国クルーズレポート（中国地方整備局） 

11 32 48  27 
67 93 

132 121 145 
42 37 35  28 

27 
37 

112 

353 
245 

0

100

200

300

400

500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

（回）

外国船社 日本船社

アフターコロナの観光需要回復のための新たな取組の兆し 

（７）新型コロナウイルスの感染拡大 

・新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、緊急事態宣言の発
令、外出や県間移動の自粛要請等により、人流が大幅に減少。
観光地を訪れる観光客数も大幅に減少している。 

【観光客数の大幅な減少】 
●岡山県内の令和２年 10 月の主な観光施設の利用者数は、前

年同月比の約 79%にとどまった。 

220,683 

129,406 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

備前エリア

Ｒ1.10 Ｒ2.10
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0
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0
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200,000

250,000
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美作エリア

Ｒ1.10 Ｒ2.10

（人）
675,125 

531,921 

0

100,000

200,000
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400,000

500,000
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合計

Ｒ1.10 Ｒ2.10
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約 59％減 
約 73％減 

約 79％減 約 116％増 

出典：岡山県 HP 

・中国ブロックにおいては、自由時間

にウォーキングやジョギング・マ

ラソン、サイクリング、キャンプ等

のアウトドア活動を行う人が増加

しており、ライフスタイルの変化・

多様化に対応した社会基盤整備が

必要となっている。 

427

420

437

 400

 430

Ｈ18 Ｈ23 Ｈ28

（千人）
サイクリングの活動者数 

（中国ブロック） 

健康増進の意識の高まりに伴う
散歩やランニング、自転車利用
の増大や、自然環境に親しむ登
山人口やキャンプ人口の増大 

（6）ライフスタイルや価値観 

   の多様化 

出典：社会生活基本調査（総務省） 

・資源を活かした観光まちづくりと広域観光を支える交通ネットワークの活用・強化 
・訪日外国人旅行客の増加に向けた受入環境の強化、サイクルツーリズムの推進 

【外国人観光客の周遊比率】 
●ブロック内における周遊比率は中国ブロックが全

国で最も低い状況にある。 
 

出典：訪日外国人消費動向調査（観光庁） 

   国籍別／目的別 訪日外客数（日本政府観光局）を加工 
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官民連携による都市の競争力強化等を推進し地域の経済成長を実現 小目標 4-3 

経済の好循環を支える基盤整備 重点目標 4 

社会情勢の変化 

・中心市街地における小売業の年間商品販売額が減少傾向にあるなど中心市街地の空洞化が進行している。 

【中心市街地の空洞化】 

●人口集中地区の人口密度は全国でも低い状況にある。また、中心市街地活性化基本計画認定市町における中心

市街地の年間商品販売額は、商業集積地区全体より減少幅が大きい傾向があり、中心市街地の空洞化が進行して

いる。 

 

■バスタ管理運営における民間ノウハウの活用 

■「居心地が良く歩きたくなる」空間の創出 

■民間施設直結スマートインターチェンジ 

■空港経営改革の推進 

中心
市街地

商業集積
地区全体

中心
市街地

商業集積
地区全体

中心
市街地

商業集積
地区全体

中心市街地活性化
基本計画認定市町
（中国地方）計

785,648 1,320,935 310,115 607,781 39.5 46.0

全国計 45,466,614 70,035,211 26,641,539 44,935,565 58.6 64.2

市町名
H9 H26

H9=100とした場合
のH26の割合

商業集積地区の年間商品販売額（百万円）

中心市街地活性化基本計画認定市町における中心市街地の年間商品販売額 

 

減少幅が大きい傾向 

中心市街地の商店街の状況 

人口集中地区の人口密度 

出典：国勢調査 H27（総務省） 

・官民連携により社会資本整備や整備以後のマネジメントまで含めた包括的な体制構築 

出典：商業統計調査（経済産業省） 

人口減少や高齢化、中心市街地空洞化の進行や中山間地域における集落機能低下
と地域コミュニティの衰退 

（3）人口の減少・高齢化・地域的偏在 
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i-Construction 推進計画に基づき、ICT 活用工事の拡大や BIM/CIM の導入拡大、工事・
業務の平準化や週休２日の普及を図り、魅力ある建設現場を構築 

小目標 5-1 

インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション 重点目標 5 

社会情勢の変化 

ICT 技術を活用した業務の高度化、効率化、生産性の向上 

（５）デジタル革命の加速 

・「ICT の全面的な活用（ICT 土工）」等の施策を建設現場に導入することによって、建設生産システム全体

の生産性向上を図り、魅力ある建設現場を目指す i-Construction の取組が進められている。 

【ｉ-Ｃonstrucion 推進計画

（中国地方整備局）】 

●i-Construction に取り組むこ

とにより、 人 人の生産性を

向上させ、企業の経営環境を改

善し、建設現場に携わる人の賃

金の水準の向上を図るなど魅力
ある建設現場を目指している。 

 

出典：国土交通省ＨＰ 

■i-Construction の推進 

小型ＩＣＴ建機による施工 

BIM/CIM 活用による 

施工計画の可視化 

・ｉ-Construction 推進計画に基づき、建設現場における働き方改革の推進や生産性を向上 
・「国土交通データプラットフォーム」の構築・利活用 

【建設業における休日の状況】 

●「週休２日制」を採用している建設業は、1 割以下

であり、4 週当たりの休暇日数は 5.00 日となって

いる。i-Construction 推進計画に基づき週休 2 日

制の普及に取り組んでいる。 

出典：「2017 時短アンケート（速報）日建協」を基に作成 

社会情勢の変化 
 移動による接触機会の縮小によるテレワークの導入の拡大等やワーケーションなど

の利用による働き方スタイルの変化 

（７）新型コロナウイルス感染症の拡大 

5.2 
3.5 

6.1 5.6 
4.1 

13.2 13.1 
11.0 

8.2 8.2 

4.7 

27.9 

0

5

10

15

20

25

30

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 全国

3月 4月

（％）

出典：新型コロナウイルス対策によるテレワークへ 

の影響に関する緊急調査（パーソル総合研究所） 

都道府県別・テレワーク実施率 

（令和 2 年 4 月 10-12 日） 

【テレワーク導入状況】 

●新型コロナウイルス感染拡大を受けて、令和 2 年 4

月 10～12 日のテレワーク実施率は、各県とも同年

3 月の実施率を上回った。 

・テレワークによる在宅勤務、「リゾート地や地方等の普段の職場とは異なる場所で働きながら休暇取得
等を行う仕組み」、「新しい働き方」としての「ワーケーション」が急速に注目されている。 

【リモートでの遠隔確認（遠隔臨場）】 

●受注者が施工現場で撮影した映像を、発注者が事務

所等でリアルタイムに確認。移動時間削減や立会の

調整時間を削減。 

■「国土交通データプラットフォーム」の構築・利活用 

発注者確認状況 確認用モニター 受注者撮影状況 

魅⼒ある建設現場創出 

出典 株式会社建設システＷＥＢサイト

経営環境改善 

賃⾦⽔準向上 

安全性向上 

（受注者） 

ウェアラブルカメラ等で撮影 
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情報技術や次世代モビリティ等を活用したスマートシティの実現や防災・減災 Society5.0
の実現、総合交通拠点を形成 

小目標 5-2 

インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション 重点目標 5 

社会情勢の変化 
情報通信ネットワーク、IoT 等を活用した地域社会における生活の安全性・利便性
の向上 

（５）デジタル革命の加速 

・高齢化・過疎化が進行する中山間地域等において、移動手段を確保する自動運転サービスの導入検討な

ど、地域社会における生活利便性の向上を図る取組が進められている。 

社会情勢の変化 

人々の暮らしやまちづくりのさらなるデジタル化 

（７）新型コロナウイルス感染症の拡大 

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、デジタル化が急速に進み、フィジカル空間に加え、新たにデジタ

ル空間が大いに着目されるようになり、フィジカル空間が果たしてきた都市機能の一部はデジタル空間へ

移行すると考えられる。 

。 

■スマートシティの社会実装の加速 

【道の駅「赤来高原」を拠点とした自動

運転サービスの長期実証実験】 

●島根県飯石郡飯南町においては、自動運

転サービスの本格導入により、地域にお

ける将来的な高齢者等の移動手段の確

保や外出機会の創出、それに伴う健康増

進等を期待しており、自動運転に対応し

た道路空間等の整備、地域の実情に応じ

た運行管理システムやビジネスモデル

を検証するため、中国地方では初となる

長期間（４０日）の実証実験を道の駅「赤

来高原」を拠点として実施した。 

 

●コロナ禍において、「支払いを素早く済ませ、接触時間を短縮させるため」や「現金に触れることによる感染を減

らすため」に、キャッシュレス決済の利用者は増加し、ニーズが高まっている。 

出典：「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用について（総務省） 

・｢スマートシティ｣の実現に向けて取組の加速化・高度化 
・自動運転や次世代モビリティ、MaaS など先端技術の実装やオープンデータ化の推進 



17 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ICT や AI 等を活用したエリア渋滞対策や交通量観測等の交通マネジメント強化 小目標 5-3 

インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション 重点目標 5 

社会情勢の変化 

ビッグデータ、AI 等を活用した交通マネジメント技術等の進展 

（５）デジタル革命の加速 

・バスロケーションシステムの導入や AI による交通量リアルタイム観測など、ビッグデータ、情報通信ネ

ットワーク、IoT、AI 等を活用した交通マネジメント技術の進展により、地域公共交通の利便性の向上や

交通円滑化が図られている。 ■ＡＩによる交通量リアルタイム観測の試行 

■観光地における渋滞対策の事例（出雲大社地区） 

〇［令和元年度の取組］AI技
術を活⽤した駐⾞場満空情
報の把握・提供と二次交通
（シャトルバス）と組み合わせ
た駐⾞場事前予約サービスを
実施。 

【経路検索におけるバス情報の充実に向けた取組】 

●国土交通省では、インター

ネット等の経路検索におけ

るバス情報拡充のため、バ

ス事業者と経路検索事業者

との間でデータの受渡をす

るための「標準的なバス情

報フォーマット」を定めて

おり、中小バス事業者と経

路検索事業者の情報共有が

進むことで、バス情報の拡

充が期待される。 

【AI による交通量リアルタイム観測】 

●交通量観測はトラフィックカウンター等による定点観測及び人手による観測が主流であったが、ウェブカメラ

を活用した AI 観測に移行することにより、あらゆる場所で高精度に交通量観測が可能になるとともに省力化

も図れる。 

■AI による交通量リアルタイム観測 

・AI による需要予測等を活用し、交通容量拡大策や交通需要マネジメント等を総合的に実施 
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中国山地や瀬戸内海をはじめとした豊かな自然環境の保全 小目標 6-1 

インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上 重点目標 6 

■河川を基軸とした生態系ネットワークの形成 

■広島湾再生プロジェクト 

■グリーンインフラによる防災・減災 

■建設施工分野における地球温暖化対策 

■モーダルシフトによる地球温暖化対策 

・瀬戸内海や日本海、中国山地等の豊かな自然環境の保全・再生、中国ブロックの特色ある優れた景観の保全 
・低炭素社会・循環型社会の形成 

対策 

中国ブロックの 

特徴 
（３）歴史・文化遺産及び豊かな自然環境が存在 

・中国地方は日本海、中国山地、瀬戸内海という多様な自然に恵まれるとともに、自然との共存による暮ら
しの営みである「里山」や「里海」が存在し、保全活動も盛んに行われている。 

※出典：平成 30 年度里海づくり活動状況 

      調査の結果（概要） （環境省） 

瀬戸内海での里海づくり活動が最も盛ん 

■里海づくり活動を実施していると 
回答があった地域ごとの活動数 

※出典：自然との共生おかやま戦略（岡山県） 

【ライフスタイルの変化・多様化】 

●中国ブロックにおいては、自由時間にスポーツ等のアウトドア活動を行う人が増加しており、キャンプ等の活動

人口が増加している。 

社会情勢 

の変化 健康増進の意識の高まりに伴う散歩やランニング、自転車利用の増大や、自然環
境に親しむ人口の増大 

（6）ライフスタイルや価値観の多様化 

・中国ブロックにおいては、自由時間にキャンプ等のアウトドア活動を行う人が増加しており、ライフスタ
イルの変化・多様化に対応した社会基盤整備が必要となっている。 

出典：社会生活基本調査（総務省） 
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スポーツ全体の活動者数 

（中国ブロック） 
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（千人）
キャンプの活動者数 
（中国ブロック） 
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社会情勢の変化 

心の豊かさや生活空間の向上 

（6）ライフスタイルや価値観の多様化 

・都市化の進展や核家族化、就労形態の変化などにより、レジャー余暇生活への力点が重視されるとともに、
生活空間の向上を図る取組が行われている。 

インフラ空間再編等により、歩行者の利便増進を図る空間整備や安全快適な自転車利用環境
を創出 

小目標 6-2 

インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上 重点目標 6 

■インフラツーリズムの推進 

■人中心の道路空間の創出 

■道路空間再編による自動運転車線運用の社会実装 

■公園緑地の整備等によるオープンスペースの充実 

●広島の河岸緑地等の豊かな水辺を民間の創意

工夫等を最大限に生かすことのできる空間と

して活用し、海外からの来訪者にも誇れる「水

の都ひろしま」にふさわしい都市空間を創造。 

・道路空間再編や、沿道の地域活動と併せた街路空間の利活用などにより、道路を人中心の快適な都市空間として創出 
・インフラツーリズムの実施など、インフラ空間等を観光資源として活用 

【水辺のオープンカフェ】 【今後の生活の力点（上位 4 項目、時系列）】 

●今後の生活の力点として、レジャー余暇生活が上位 1

位を示しており、心の豊かさを充実させるライフス

タイルに重点をおいている傾向である。 

 

出典：国民生活に関する世論調査（内閣府） 出典：広島市 HP 

社会情勢の変化 
健康増進の意識の高まりに伴う散歩やランニング、自転車利用の増大や、自然環
境に親しむ人口の増大 

（6）ライフスタイルや価値観の多様化 

537 550
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 300

 450
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Ｈ18 Ｈ23 Ｈ28

（千人）
ジョギング・マラソンの活動者数 

（中国ブロック） 
・全国的に成人のスポーツ実施率が増大。中国ブロックにおいても、自由
時間にスポーツ等のアウトドア活動を行う人が増加している。中でもウォ
ーキングやジョギング・マラソン、サイクリング等の活動人口が増加して
いる。 
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（千人）
ウォーキング・軽い体操の活動者数 

（中国ブロック） サイクリングの活動者数 
（中国ブロック） 

325,853

332,683

300,000

310,000

320,000

330,000

340,000

H27 H30

（人）
瀬戸内しまなみ海道地域における 

サイクリング客数（推計値） 

出典：社会生活基本調査（総務省） 

出典：社会生活基本調査（総務省） 

出典：社会生活基本調査（総務省） 出典：尾道市 HP 

【ライフスタイルの変化・多様化】 

 


